
	会　議　録会議録
	令和５年度山陽小野田市地域包括支援センター運営協議会（第１回）

	開催日時
	令和５年６月２９日（木）１４時００分～１５時３０分

	開催場所
	市役所第２別館会議室１（WEB開催）

	出　席　者
	特別養護老人ホーム長寿園　　　　　　上村篤子

看護小規模多機能型居宅介護そらり　　上村誉恵

高千帆苑在宅介護支援センター　　　　大塚美和子

山陽小野田市社会福祉協議会　　　　　沖野　浩

社会福祉法人健仁会　　　　　　　　　越智和恵

山陽小野田市福祉員の会連絡協議会　　兼石満枝

介護保険被保険者代表　　　　　　　　佐伯八重子

山陽小野田医師会　　　　　　　　　　萩田勝彦
デイサービス有帆　　　　　　　　　　山口辰也

サンライフ山陽在宅介護支援センター　山高正義

長寿園居宅介護支援事業所　　　　　　渡邉結子

	欠席者
	山陽小野田市民生児童委員協議会　村田和義
	委員数　１２人
出席者数　１１人
欠席者数　　１人

	事務担当課

及び職員
	福祉部長　吉岡忠司、福祉部次長兼高齢福祉課長　尾山貴子、
高齢福祉課技監兼地域包括支援センター所長　荒川智美　

高齢福祉課長補佐　竹内広明　高齢福祉課主査　篠原紀子
高齢福祉係長　藤永一徳
地域包括支援センター所長補佐　古谷直美

地域包括支援センター主任　　　髙岡潮理、末永久美

	会議次第
	１　福祉部長挨拶
２　議事
(1)　地域包括支援センターの事業評価における全国集計について
(2)  令和５年度指定介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業務の一部を委託する指定居宅介護支援事業者について
(3)　令和５年度山陽小野田市地域包括支援センター事業計画について
(4)　令和５年度認知症初期集中支援チーム活動計画について
(5)　意見聴取
３　その他

	会議結果
	１について
福祉部長が挨拶を行った。
２(1)について
　事務局が資料１を用いて地域包括支援センターの事業評価における全国集計の説明を行った。
〇質疑・意見　
委員：資料１「業務チェックシート」のセンター指標１（１）の№１０、１１について、夜間・早朝の相談依頼は緊急性の高いものや虐待対応になると思うが対応実態があるか。
事務局：夜間・早朝時は守衛からの電話取次で緊急時の対応を行っている。近所から郵便物がたまっているという連絡が警察経由であり、家族と連絡をとったなどの対応実態がある。
委員：センター指標２（４）の№４４について、地域ケア会議等での地域課題の検討で具体的に挙がっていることがあるか。
事務局：個別の事例から地域課題を抽出する中で、山口県立大学教授に助言をもらいながら介護予防における地域の目指すべき姿に向けた長期目標、短期目標、具体的な取組内容を検討している。人材育成に向けた取組として、ボランティアに参加する人が増えるや、介護予防に取組む場所として、自治会単位や民生委員単位で集う場があるのではないかなど挙がっている。
委員：センター指標２（５）の№４８について、利用者のセルフマネジメントを推進するために示された手法はどんなものか。
事務局：介護予防手帳がそれにあたるもので、住民運営通いの場や教室等で介護予防の自己管理ができるものとして活用を促している。
委員：センター指標３の№５５について、生活支援コーディネーターと高齢者のニーズや社会資源についてどのような協議が行われているか。
事務局：第２層、第３層協議体でお互いの支え合いやお助け隊のような組織ができており困り事に対応している。協議体で行われる会議に地域包括支援センター職員が参加している地域もある。
委員：地域にお助け隊ができるのも地域課題からできていくのだろうと思う。個別事例から出てきた課題解決だろうと思う。
事務局：個別課題をしっかり聞き取っていくことを業務のなかで行っていく。
２(2)について
　事務局が別紙１、別紙２を用いて令和５年度指定介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業務の一部を委託する指定居宅介護支援事業者の説明を行った。
〇質疑・意見　なし。議題について、全員の挙手で承認される。
２(3)について
  事務局が資料３を用いて令和５年度山陽小野田市地域包括支援セ
ンター事業計画を説明した。
〇質疑・意見
委員：地域ケア会議推進事業について、事例検討部会と介護予防のための地域ケア個別会議はそれぞれどのようなものか。 
事務局：事例検討部会は、ケアマネジャーから提供された事例について、ケアマネジャーや地域包括支援センター職員、市健康増進課専門職が参加し事例を深め検討する部会である。介護予防のための地域ケア個別会議は、事業対象者、要支援１・２について、担当ケアマネジャーと理学療法士、生活支援コーディネーター、管理栄養士、地域包括支援センター職員の専門職が参加し、介護予防に視点を当て検討するものとなっている。 
委員：事業対象者の把握をどのように行っているか。事業対象者がサービスを使うときのケアプランや利用の流れはどうなっているか。
事務局：相談を受ける際に、対象者の状況から介護認定を申請するか、基本チェックリストを実施し該当すれば総合事業を利用するか対応をしている。地域包括支援センターでケアマネジャーの担当を決めるので、委託先に連絡することもある。支援の流れは要支援の対象者と同じである。
委員：介護予防ケアマネジメント件数が令和３年度実績は３８８０件で令和５年度の目標値は３８５２件と下がっているが、増えてきているという感覚を持っているが目標値が下がるというのはいかがか。
事務局：令和５年度目標値は第８期山陽小野田市高齢者福祉計画で挙げている数字を挙げているが、実際には増えてきていると感じている。
委員：一般介護予防事業で住民運営通いの場（脳いきいきクラブ）を１８か所に増やすことや、認知症総合支援事業で認知症カフェ設置数を６か所に増やすとなっているが、どのように働きかけているのか。
事務局：脳いきいきクラブは、自治会で活動できるところに周知することと、いきいき百歳体操をしている通いの場に脳いきいきクラブもするところを増やすといった働きかけをしている。認知症カフェはいきいきふれあいサロンや通いの場で周知し、またデイサービスの休日に認知症カフェをしている事業所もあるので、専門職が関われるといった利点もあることから、事業所への働きかけをして増やしていくことも考えている。
委員：施設から在宅へ移行していくときに生活支援体制整備事業や地域包括支援センターが行っている入退院支援などがあると思われるが、食生活や住環境などの課題を施設職員と協議しているが生活支援コーディネーターに対応してもらえるのか、又はどこが対応可能か。
事務局：在宅で生活したいという相談は地域包括支援センターで受付けており、様々な案を提案しながら地域とつなぐことはできるのでぜひ相談してほしい。生活支援体制整備事業の生活支援コーディネーターは個別ケースのコーディネートではなく、地域の仕組みづくりをコーディネートしていくことが役割となっているので御理解いただきたい。
２(4)について
　事務局が資料５を用いて令和５年度認知症初期集中支援チーム活動計画を説明した。
〇質疑・意見
委員：初期集中支援チームの対応件数が１３件となっているが速やかに受診やサービスにつながるケースはどのくらいか。
事務局：半分以上はつながるが、つながらないケースもあるので地域の見守り体制をつくること、何かあれば地域包括支援センターや医療ですぐ対応するというようなゴールを設定し支援している。１３件が新規ケースで、次年度に４件継続となっている。
委員：見守りの中心的な役割を担うのは誰なのか。
事務局：民生委員が多い。地域包括支援センターのサブセンター業務で実態把握として行うこともある。ケースによっては自治会長という場合もある。
委員：令和３年度実績が１３件で令和５年度の目標値が１２件と減っている。どうして少なくなるのか。地域で認知症を心配している方が多いと感じている。
事務局：第８期山陽小野田市高齢者福祉計画に基づいた数として１２件としているが、１２件以上対応できたらいいと思っている。令和３年度においても実際２０件の相談を受けており、認知症初期集中支援チームの対象として関わったケースが１３件となっている。
委員：相談に来る方との関係性はどうか。
事務局：家族や民生委員、自治会長などが相談に来られるケースが多い。医療関係者は少ない。
３について
　特になし
～　閉会　～
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